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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　変形量に応じた弾性力を所定方向へ加える一対の板ばねと、
　前記一対の板ばねにより前記所定方向へ移動可能に支持された可動部材と、
　前記所定方向において前記一対の板ばねの間で作用させる電磁力により、前記可動部材
を非接触で前記所定方向へ駆動する駆動部と、
　前記板ばね及び前記可動部材を内部に収納した容器と、
　前記可動部材に取り付けられ、前記容器の内面とで区画した所定空間を形成し、前記所
定空間の内部と外部とを前記所定方向に連通させる所定隙間を、前記内面との間に形成し
たダンパと、
を備え、
　前記所定方向において、前記容器の端部に前記所定空間が形成されており、
　前記所定空間の内部と外部とは、前記所定隙間のみを通じて連通している、電磁アクチ
ュエータ。
【請求項２】
　前記所定方向において、前記可動部材に対して前記ダンパよりも外側に前記所定空間が
形成されている、請求項１に記載の電磁アクチュエータ。
【請求項３】
　前記所定方向において、前記ダンパは前記可動部材の両端部に取り付けられている、請
求項１又は２に記載の電磁アクチュエータ。
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【請求項４】
　前記可動部材は、所定面において前記所定方向に所定長で開口する開口流路が形成され
た弁体であり、
　前記所定面に対向する対向面に開口する複数のポートが、前記所定方向に前記所定長よ
りも短い間隔で並んで形成され、且つ前記複数のポートにそれぞれ接続された接続流路が
形成された本体を備え、
　前記容器は、前記本体を内部に収納している、請求項１～３のいずれか１項に記載の電
磁アクチュエータ。
【請求項５】
　前記所定方向において、前記ダンパは前記可動部材に対して前記板ばねよりも外側に取
り付けられている、請求項１～４のいずれか１項に記載の電磁アクチュエータ。
【請求項６】
　前記ダンパは、板状に形成されており、
　前記所定隙間は、前記内面と前記ダンパの外周面との間に環状に形成されている、請求
項５に記載の電磁アクチュエータ。
【請求項７】
　前記ダンパは、最も面積の大きい主面が前記所定方向に垂直となるように、前記可動部
材に固定されている、請求項６に記載の電磁アクチュエータ。
【請求項８】
　前記駆動部により、前記可動部材が非接触で前記所定方向へ駆動された際に、前記所定
隙間の大きさが一定に維持される、請求項１～７のいずれか１項に記載の電磁アクチュエ
ータ。
【請求項９】
　前記所定隙間の大きさは０．２～５ｍｍである、請求項１～８のいずれか１項に記載の
電磁アクチュエータ。
【請求項１０】
　変形量に応じた弾性力を所定方向へ加える一対の板ばねと、
　前記一対の板ばねにより前記所定方向へ移動可能に支持され、液体の流通状態を制御す
る弁体と、
　前記所定方向において前記一対の板ばねの間で作用させる電磁力により、前記弁体を非
接触で前記所定方向へ駆動する駆動部と、
　前記板ばね及び前記弁体を内部に収納した容器と、
　前記弁体に取り付けられ、前記容器の内面とで区画した所定空間を形成し、前記所定空
間の内部と外部とを前記所定方向に連通させる所定隙間を、前記内面との間に形成したダ
ンパと、
を備え、
　前記所定方向において、前記容器の端部に前記所定空間が形成されており、
　前記所定空間の内部と外部とは、前記所定隙間のみを通じて連通している、電磁アクチ
ュエータ。
【請求項１１】
　前記所定方向において、前記弁体に対して前記ダンパよりも外側に、前記容器の内面と
前記ダンパとで区画された所定空間が形成されている、請求項１０に記載の電磁アクチュ
エータ。
【請求項１２】
　前記所定方向において、前記ダンパは前記弁体の両端部に取り付けられている、請求項
１０又は１１に記載の電磁アクチュエータ。
【請求項１３】
　前記弁体には、所定面において前記所定方向に所定長で開口する開口流路が形成されて
おり、
　前記所定面に対向する対向面に開口する複数のポートが、前記所定方向に前記所定長よ
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りも短い間隔で並んで形成され、且つ前記複数のポートにそれぞれ接続された接続流路が
形成された本体を備え、
　前記容器は、前記本体を内部に収納している、請求項１０～１２のいずれか１項に記載
の電磁アクチュエータ。
【請求項１４】
　前記所定方向において、前記ダンパは前記弁体に対して前記板ばねよりも外側に取り付
けられている、請求項１０～１３のいずれか１項に記載の電磁アクチュエータ。
【請求項１５】
　前記所定方向に垂直な平面に沿って前記ダンパが回転することを規制する位置決めピン
を備える、請求項１～１４のいずれか１項に記載の電磁アクチュエータ。
【請求項１６】
　前記容器は、四角筒状のハウジングと、前記ハウジングの前記所定方向の端部に取り付
けられた所定部材とを含み、
　前記所定空間は、前記所定部材に形成されている、請求項１～１５のいずれか１項に記
載の電磁アクチュエータ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁力により可動部材を駆動する電磁アクチュエータに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の電磁アクチュエータとして、弁体（可動部材）と本体との間に隙間が形
成されるように、弁体の両端部をそれぞれ板ばねにより支持し、弁体を電磁力により非接
触で往復駆動する流路切替弁がある（特許文献１参照）。こうした構成によれば、弁体と
本体とが擦れない状態で弁体を往復駆動することができるため、流路を切り替える応答性
を向上させることができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－１８７１６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、特許文献１に記載の流路切替弁では、弁体を駆動する際に摩擦力が発生する
ことを抑制することができる反面、板ばねの弾性力が作用する方向に弁体が振動し始める
と、弁体の振動が止まりにくいことに本願発明者は着目した。
【０００５】
　本発明は、こうした課題を解決するためになされたものであり、その主たる目的は、可
動部材を駆動する応答性を向上させるとともに、可動部材の振動を抑制することのできる
電磁アクチュエータを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するための第１の手段は、電磁アクチュエータであって、
　変形量に応じた弾性力を所定方向へ加える一対の板ばねと、
　前記一対の板ばねにより前記所定方向へ移動可能に支持された可動部材と、
　前記所定方向において前記一対の板ばねの間で作用させる電磁力により、前記可動部材
を非接触で前記所定方向へ駆動する駆動部と、
　前記板ばね及び前記可動部材を内部に収納した容器と、
　前記可動部材に取り付けられ、前記容器の内面とで区画した所定空間を形成し、前記所
定空間の内部と外部とを前記所定方向に連通させる所定隙間を、前記内面との間に形成し
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たダンパと、
を備える。
【０００７】
　上記構成によれば、一対の板ばねにより、板ばねの変形量に応じた弾性力が所定方向へ
加えられる。可動部材は、一対の板ばねにより上記所定方向へ移動可能に支持されている
ため、可動部材を非摺動で移動可能に支持することができる。そして、駆動部によって作
用させられる電磁力により、可動部材が非接触で所定方向へ駆動される。その結果、可動
部材を駆動する際に摩擦力が発生せず、可動部材を駆動する応答性を向上させることがで
きる。さらに、可動部材は一対の板ばねにより支持されており、上記所定方向において一
対の板ばねの間で電磁力が作用させられる。このため、駆動される際に可動部材がぶれる
ことを抑制することができる。
【０００８】
　板ばね及び可動部材は、容器の内部に収納されている。ダンパが可動部材に取り付けら
れ、容器の内面とダンパとで区画された所定空間が形成されている。そして、所定空間の
内部と外部とを所定方向に連通させる所定隙間が、容器の内面とダンパとの間に形成され
ている。このため、可動部材と共にダンパが所定方向へ駆動されると、所定隙間を通じて
所定空間の内部へ流体が流入出する。したがって、所定隙間を流体が通過する際の抵抗に
より、可動部材の振動を減衰させる減衰力を作用させることができ、可動部材の振動を抑
制することができる。さらに、可動部材が他の部材と摺動することなく、可動部材の振動
を減衰させることができるため、可動部材の応答性が低下することを抑制することができ
る。
【０００９】
　第２の手段では、前記可動部材は、所定面において前記所定方向に所定長で開口する開
口流路が形成された弁体であり、前記所定面に対向する対向面に開口する複数のポートが
、前記所定方向に前記所定長よりも短い間隔で並んで形成され、且つ前記複数のポートに
それぞれ接続された接続流路が形成された本体を備え、前記容器は、前記本体を内部に収
納している。
【００１０】
　上記構成によれば、本体に形成された接続流路を通じて、各接続流路に接続された各ポ
ートに対して流体を流入出させることができる。弁体には、所定面において所定方向に所
定長で開口する開口流路が形成されている。本体には、上記所定面に対向する対向面に開
口する複数のポートが、上記所定方向に上記所定長よりも短い間隔で並んで形成されてい
る。このため、駆動部により弁体を上記所定方向に駆動することで、複数のポートが弁体
の開口流路を介して接続される状態、すなわち流体の流通状態を制御することができる。
【００１１】
　さらに、板ばね及び弁体（可動部材）を内部に収納した容器は、本体を内部に収納して
いる。このため、上記ポートから弁体の周囲に流入した流体は、容器の内部を流通して、
上記所定隙間を通じて上記所定空間の内部へ流入出する。したがって、弁体により流通状
態を制御する対象である流体を、可動部材の振動を減衰させる流体として用いることがで
き、ダンパ専用の流体を別途用意する必要がない。
【００１２】
　第３の手段では、前記所定方向において、前記ダンパは前記可動部材に対して前記板ば
ねよりも外側に取り付けられている。このため、所定方向においてダンパが可動部材に対
して板ばねよりも内側に取り付けられた構成と比較して、容器の内面とダンパとで区画さ
れた所定空間を小さくし易くなり、所定空間を容易に形成することができる。
【００１３】
　第４の手段では、前記ダンパは、板状に形成されており、前記所定隙間は、前記内面と
前記ダンパの外周面との間に環状に形成されている。
【００１４】
　上記構成によれば、ダンパは板状に形成されているため、ダンパの形状を簡素にするこ
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とができるとともに、ダンパを配置するスペースを小さくすることができる。そして、所
定隙間は、容器の内面とダンパの外周面との間に環状に形成されている。このため、ダン
パの一部に流体の抵抗が偏って作用することを抑制することができ、ダンパの姿勢、ひい
ては可動部材の姿勢を安定させ易くなる。
【００１５】
　第５の手段では、前記ダンパは、最も面積の大きい主面が前記所定方向に垂直となるよ
うに、前記可動部材に固定されている。このため、可動部材と共にダンパが所定方向へ駆
動された際に、ダンパに垂直に流体を当てることができ、ダンパが傾くこと、ひいては可
動部材が傾くことを抑制することができる。
【００１６】
　第６の手段では、前記駆動部により、前記可動部材が非接触で前記所定方向へ駆動され
た際に、前記所定隙間の大きさが一定に維持される。このため、可動部材が駆動された際
に、所定隙間を通過する流体の流れが変化することを抑制することができ、ダンパの姿勢
、ひいては可動部材の姿勢を安定させ易くなる。
【００１７】
　第７の手段では、前記所定方向において、前記容器の端部に前記所定空間が形成されて
いる。このため、電磁アクチュエータにおいて、所定空間を容易に確保することができ、
他の部品とダンパとが干渉することを抑制し易くなる。
【００１８】
　具体的には、第８の手段のように、前記所定隙間の大きさは０．２～５ｍｍであるとい
った構成を採用することができる。こうした構成によれば、駆動される可動部材に適度な
減衰力を作用させることができ、可動部材の振動を減衰させつつ、可動部材の応答性が低
下することを抑制することができる。なお、所定の隙間の大きさは、流体の種類や特性に
応じて変更するとよい。
【００１９】
　第９の手段は、電磁アクチュエータであって、
　変形量に応じた弾性力を所定方向へ加える一対の板ばねと、
　前記一対の板ばねにより前記所定方向へ移動可能に支持され、液体の流通状態を制御す
る弁体と、
　前記所定方向において前記一対の板ばねの間で作用させる電磁力により、前記弁体を非
接触で前記所定方向へ駆動する駆動部と、
　前記板ばね及び前記弁体を内部に収納した容器と、
　前記弁体に取り付けられ、前記容器の内面との間に所定隙間を形成し、前記所定隙間に
前記所定方向へ前記液体を通過させるダンパと、
を備える。
【００２０】
　上記構成によれば、弁体により、液体の流通状態が制御される。弁体にダンパが取り付
けられており、容器の内面とダンパとの間に所定隙間が形成されている。そして、ダンパ
は、所定隙間に所定方向へ液体を通過させる。このため、弁体と共にダンパが所定方向へ
駆動されると、所定隙間を液体が通過する際の抵抗により、弁体の振動を減衰させる減衰
力を作用させることができ、弁体の振動を抑制することができる。さらに、弁体が他の部
材と摺動することなく、弁体の振動を減衰させることができるため、弁体の応答性が低下
することを抑制することができる。しかも、弁体により流通状態を制御する対象である液
体を、弁体の振動を減衰させる液体として用いているため、ダンパ専用の液体を別途用意
する必要がない。
【００２１】
　第１０の手段では、前記弁体には、所定面において前記所定方向に所定長で開口する開
口流路が形成されており、前記所定面に対向する対向面に開口する複数のポートが、前記
所定方向に前記所定長よりも短い間隔で並んで形成され、且つ前記複数のポートにそれぞ
れ接続された接続流路が形成された本体を備え、前記容器は、前記本体を内部に収納して
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いる。こうした構成によれば、第２の手段と同様の作用効果を奏することができる。
【００２２】
　第１１の手段では、前記所定方向において、前記ダンパは前記弁体に対して前記板ばね
よりも外側に取り付けられている。こうした構成によれば、第３の手段と同様の作用効果
を奏することができる。
【００２３】
　第１２の手段では、前記所定方向に垂直な平面に沿って前記ダンパが回転することを規
制する位置決めピンを備える。
【００２４】
　上記構成によれば、位置決めピンにより、所定方向に垂直な平面に沿ってダンパが回転
することが規制される。このため、ダンパが回転して所定隙間が変化することを確実に防
ぐことができ、ダンパの姿勢、ひいては可動部材の姿勢が乱れることを抑制することがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】流量比制御弁を示す斜視断面図。
【図２】弁機構のポート周辺を示す斜視図。
【図３】ポート、本体、板ばね、磁石等を示す斜視図。
【図４】図３から一方のポート及び第１本体を取り除いた状態を示す斜視図。
【図５】流量比制御弁を示す斜視断面図。
【図６】弁機構を示す斜視断面図。
【図７】非励磁状態の弁機構を示す正面視断面図。
【図８】負方向の励磁状態の弁機構を示す正面視断面図。
【図９】正方向の励磁状態の弁機構を示す正面視断面図。
【図１０】駆動電流と流量と振動発生範囲との関係を示すグラフ。
【図１１】比較例の流量比制御弁のＢポート圧力を示すタイムチャート。
【図１２】本実施形態の流量比制御弁のＢポート圧力を示すタイムチャート。
【図１３】弁機構の変更例を示す斜視断面図。
【図１４】駆動電流と流量との関係の一例を示すグラフ。
【図１５】駆動電流と流量との関係の変更例を示すグラフ。
【図１６】駆動電流と流量との関係の他の変更例を示すグラフ。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、共通ポートから２つの出力ポートへ供給される冷媒（液体）の流量比を制御する
流量比制御弁に具現化した一実施形態について、図面を参照しつつ説明する。
【００２７】
　図１～３に示すように、流量比制御弁１０（電磁アクチュエータに相当）は、弁機構２
０と駆動部７０とを備えている。弁機構２０と駆動部７０とは、接続部材２４を介して接
続されている。駆動部７０は、弁機構２０の弁体３１（図４参照）を駆動する。
【００２８】
　弁機構２０は、ハウジング２１、弁体３１、第１本体４１Ａ（本体）、第２本体４１Ｂ
、板ばね５１、蓋２７等を備えている。ハウジング２１、弁体３１、第１本体４１Ａ、第
２本体４１Ｂ、板ばね５１、蓋２７は、非磁性体により形成されている。
【００２９】
　図２は、図１の流量比制御弁１０から、駆動部７０を取り除いた状態を示している。図
２に示すように、ハウジング２１は、四角筒状（複数の部品から成る）に形成されている
。ハウジング２１には、冷媒（流体に相当）を入力するＣ０ポート（共通ポート）、冷媒
を出力するＡ０ポート（第１出力ポート）、冷媒を出力するＢ０ポート（第２出力ポート
）が設けられている。Ｃ０ポート、Ａ０ポート、Ｂ０ポートは、非磁性体により形成され
ている。Ｃ０ポート、Ａ０ポート、Ｂ０ポートには、それぞれ入力流路、第１出力流路、
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第２出力流路が接続されている。入力流路は、ハウジング２１の内面で開口している。第
１出力流路及び第２出力流路は、第１本体４１Ａに接続されている。
【００３０】
　図３は、図２の弁機構２０からハウジング２１及び蓋２７を取り除いた状態を示してい
る。図４は、図３の弁機構２０から、Ｃ０ポートと、一方のＡ０ポート，Ｂ０ポート，第
１本体４１Ａとを取り除いた状態を示している。ハウジング２１の内部には、弁体３１、
本体４１Ａ，４１Ｂ、板ばね５１、磁石７４Ａ，７４Ｂ，７５Ａ，７５Ｂ等が収容されて
いる。本体４１Ａ，４１Ｂは、直方体状（平板状）に形成されている。第１本体４１Ａは
、ハウジング２１に固定されている。第２本体４１Ｂは、第１本体４１Ａに固定されてい
る。弁体３１は、直方体状（平板状）に形成されている。
【００３１】
　並列に配置された第２本体４１Ｂの間に、弁体３１が配置されている。第２本体４１Ｂ
と弁体３１との間には、隙間が形成されている。すなわち、第２本体４１Ｂと弁体３１と
は非接触状態になっている。
【００３２】
　弁体３１は、板ばね５１を介して第２本体４１Ｂに固定されている。詳しくは、弁体３
１の長手方向の両端部３６には、板ばね５１がそれぞれ取り付けられている。板ばね５１
は、ばね鋼等のばね性材料により、矩形板状に形成されている。板ばね５１の所定部分に
は、スリット５１ａが形成されている。板ばね５１にスリット５１ａが形成されることに
より、板ばね５１は蛇行する所定パターンに形成されている。板ばね５１の厚みは、板ば
ね５１が所定の剛性を有し、板ばね５１が所定の弾性力を発生するように設定されている
。板ばね５１の２つの短辺部分５１ｂがそれぞれ第２本体４１Ｂに固定されている。板ば
ね５１は、最も面積の大きい主面（図３，４における垂直面）が弁体３１の長手方向に垂
直となるように、第２本体４１Ｂに取り付けられている。こうした構成により、弁体３１
（可動部材に相当）は、一対の板ばね５１により弁体３１の長手方向（所定方向に相当）
に移動可能に支持されている。
【００３３】
　弁体３１の所定面３１ａと第２本体４１Ｂの第１面４１ｂとは同一平面上に位置してい
る。図６に示すように、弁体３１の所定面３１ａに第１本体４１Ａの対向面４１ａが対向
している。そして、第２本体４１Ｂの第１面４１ｂは、第１本体４１Ａの対向面４１ａに
対向している。弁体３１の所定面３１ａと第１本体４１Ａの対向面４１ａとの間には、隙
間が形成されている。このように、弁体３１には、他の部材と摺動する部分が存在してい
ない。
【００３４】
　図６に示すように、弁体３１の所定面３１ａには、弁体３１の長手方向（以下、「所定
方向」という）に所定長Ｌ１で開口する開口流路３２が２つ形成されている。開口流路３
２は、弁体３１を所定面３１ａに垂直な方向へ貫通し、長軸の長さが所定長Ｌ１の長孔に
なっている。なお、開口流路３２が、弁体３１の所定面３１ａ側にそれぞれ形成された凹
部になっており、弁体３１を貫通していない構成を採用することもできる。
【００３５】
　それぞれの第１本体４１Ａには、対向面４１ａに開口するＡ１ｂポート，Ｃ１ｂポート
，Ｂ１ｂポート（複数のポートに相当）が形成されている。Ａ１ｂポート，Ｃ１ｂポート
，Ｂ１ｂポートは、弁体３１の長手方向に所定長Ｌ１よりも短い間隔Ｌ２で並んで形成さ
れている。第１本体４１Ａには、Ａ１ｂポート，Ｃ１ｂポート，Ｂ１ｂポートにそれぞれ
接続された接続流路４２，４３，４４が形成されている。接続流路４２，４３，４４は、
それぞれ上記第１出力流路、入力流路、第２出力流路に接続されている。なお、接続流路
４３は、ハウジング２１内の空間を介して入力流路に接続されている。ハウジング２１内
の空間は、シール部材４７、シール部材４８（図３参照）によりシールされている。
【００３６】
　弁体３１の所定面３１ａ及び本体４１の対向面４１ａは、所定の平面度に仕上げられて



(8) JP 6955436 B2 2021.10.27

10

20

30

40

50

いる。また、板ばね５１は、所定面３１ａと対向面４１ａとが所定の平行度となるように
、弁体３１を支持している。詳しくは、弁体３１の長手方向の両端部３６が、板ばね５１
の中央を貫通してそれぞれ固定されている。
【００３７】
　そして、板ばね５１は、弁体３１の長手方向（板ばね５１の主面に垂直な方向）への弁
体３１の移動量に応じて、弁体３１に弾性力を加える。詳しくは、板ばね５１は、弁体３
１の長手方向への弁体３１の移動量、すなわち板ばね５１の変形量に比例した弾性力を弁
体３１に加える。
【００３８】
　上記所定方向において、弁体３１の両端部３６には、それぞれダンパ６０が取り付けら
れている。すなわち、上記所定方向において、ダンパ６０は弁体３１に対して板ばね５１
よりも外側に取り付けられている。ダンパ６０は、矩形板状に形成されている。ダンパ６
０は、その外周面６１がハウジング２１の内面２１ａに沿う形状に形成されている。これ
により、ハウジング２１の内面２１ａとダンパ６０の外周面６１との間に、環状の所定隙
間６１ｇが形成されている。ダンパ６０は、最も面積の大きい主面６２が上記所定方向に
垂直となるように、弁体３１に固定されている。
【００３９】
　ハウジング２１の内面２１ａと蓋２７の内面２７ａとダンパ６０とにより区画されて、
所定空間６８が形成されている。所定空間６８は、上記所定方向において、ハウジング２
１、蓋２７、及び接続部材２４で構成される容器の端部、詳しくは蓋２７に形成されてい
る。ハウジング２１の内面２１ａと接続部材２４の内面２４ａとダンパ６０とにより区画
されて、所定空間６９が形成されている。所定空間６９は、上記所定方向において、ハウ
ジング２１、蓋２７、及び接続部材２４で構成される容器の端部、詳しくは接続部材２４
に形成されている。容器は、弁体３１、板ばね５１、第１本体４１Ａ、及び第２本体４１
Ｂを、内部に収納している。
【００４０】
　所定隙間６１ｇは、所定空間６８，６９の内部と外部とを上記所定方向に連通させてい
る。所定隙間６１ｇの大きさは、冷媒（流体）の種類や特性に応じて０．２～５ｍｍに設
定されている。所定隙間６１ｇが小さ過ぎると、所定隙間６１ｇを通過する冷媒の流動抵
抗が大きくなり過ぎ、弁体３１の応答性が低下するおそれがある。一方、所定隙間６１ｇ
が大き過ぎると、所定隙間６１ｇを通過する冷媒の流動抵抗が小さくなり過ぎ、弁体３１
の振動を減衰させる効果が小さくなるおそれがある。ダンパ６０は、２つの位置決めピン
（図示略）により弁体３１に対して位置決めされている。２つの位置決めピンは、上記所
定方向に垂直な平面に沿ってダンパ６０が回転することを規制する。
【００４１】
　次に、図１，５を参照して、駆動部７０の構成を説明する。駆動部７０は、コア７１（
７１ａ，７１ｂ）、コイル７２、磁石７４Ａ，７４Ｂ，７５Ａ，７５Ｂ等を備えている。
【００４２】
　コア７１は、常磁性体材料により、「Ｕ」字形状に形成されている。コア７１における
「Ｕ」字形状の底部７１ａの外周には、コイル７２が取り付けられている。コア７１にお
ける「Ｕ」字形状の一対の直線部７１ｂは、互いに平行になっている。
【００４３】
　一対の直線部７１ｂには、磁石７４Ａ，７５Ａと磁石７４Ｂ，７５Ｂとがそれぞれ取り
付けられている。磁石７４Ａ～７５Ｂは、強磁性体材料により形成された永久磁石である
。磁石７４Ａ～７５Ｂは、直方体状に形成されている。磁石７４Ａ，７５Ｂは、コア７１
の直線部７１ｂ側にＳ極が位置し、弁体３１（可動子７６）側にＮ極が位置するように、
コア７１の直線部７１ｂにそれぞれ取り付けられている。磁石７４Ｂ，７５Ａは、コア７
１の直線部７１ｂ側にＮ極が位置し、弁体３１（可動子７６）側にＳ極が位置するように
、コア７１の直線部７１ｂにそれぞれ取り付けられている。磁石７４ＡのＮ極と磁石７４
ＢのＳ極とが対向しており、磁石７５ＡのＳ極と磁石７５ＢのＮ極とが対向している。磁
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石７４Ａ，７４Ｂの互いに対向する面は平行になっており、磁石７５Ａ，７５Ｂの互いに
対向する面は平行になっている。弁体３１の長手方向（以下、「所定方向」という）にお
いて、磁石７４Ａと磁石７５Ａとが所定間隔で配置されており、磁石７４Ｂと磁石７５Ｂ
とが同じく所定間隔で配置されている。
【００４４】
　磁石７４Ａ，７５Ａと磁石７４Ｂ，７５Ｂとの間には、上記ハウジング２１の一部分を
介して可動子７６が配置されている。ハウジング２１のうち、磁石７４Ａと磁石７４Ｂと
の間に配置される部分、及び磁石７５Ａと磁石７５Ｂとの間に配置される部分は、磁束を
透過させ易いように薄く形成されている。可動子７６は、常磁性体材料により、四角筒状
に形成されている。上記所定方向における可動子７６の幅Ｌ３は、磁石７４Ｂ（７４Ａ）
の接続部材２４側の端面と磁石７５Ｂ（７５Ａ）の蓋２７側の端面との間隔Ｌ４よりも短
くなっている。可動子７６の中空部には、弁体３１が挿通されている。上記所定方向にお
いて、弁体３１の中央に可動子７６が固定されている。すなわち、弁体３１において、一
対の板ばね５１の間に位置する部分に可動子７６が固定されている。可動子７６は、弁体
３１以外の部材とは接触していない。
【００４５】
　上記所定方向において、可動子７６は、磁石７４Ａ，７４Ｂ，７５Ａ，７５Ｂの磁力に
より磁石７４Ａ（７４Ｂ）と磁石７５Ａ（７５Ｂ）との中央位置（中立位置）に配置して
いる。この状態で、自然状態の一対の板ばね５１により支持された弁体３１に、可動子７
６が固定されている。すなわち、駆動部７０において、板ばね５１が自然状態で弁体３１
を支持する状態における可動子７６の位置は、弁体３１（可動子７６）を上記所定方向に
往復駆動させる電磁力を作用させていない中立位置に設定されている。そして、駆動部７
０は、上記所定方向において一対の板ばね５１の間で可動子７６に作用させる電磁力によ
り、弁体３１を非接触で上記所定方向へ駆動する。駆動部７０により、弁体３１が上記所
定方向へ駆動された際に、上記所定隙間６１ｇの大きさは一定に維持される。すなわち、
上記所定方向におけるダンパ６０の位置にかかわらず、所定隙間６１ｇの大きさは一定で
ある。
【００４６】
　次に、図７～９を参照して、駆動部７０により、弁体３１の長手方向（所定方向）に弁
体３１を往復駆動する原理を説明する。
【００４７】
　駆動部７０のコイル７２に電流を流していない非励磁状態では、図７に示すように、磁
石７４ＡのＮ極から磁石７４ＢのＳ極へ向かう磁界、及び磁石７５ＢのＮ極から磁石７４
ＢのＳ極へ向かう磁界が発生する。この状態では、可動子７６は、上記所定方向において
中立位置で釣り合って静止している。この状態では、一対の板ばね５１は自然状態になっ
ており、一対の板ばね５１から弁体３１へ力が作用していない。また、この状態では、図
６に示すように、第１本体４１ＡのＡ１ｂポート及びＢ１ｂポートは、弁体３１によりそ
れぞれ所定量開かれている。
【００４８】
　駆動部７０のコイル７２に負方向の電流を流した負方向の励磁状態では、図８に矢印Ｈ
１で示すように、コア７１の上側の直線部７１ｂから下側の直線部７１ｂへ向かうコイル
磁界が発生する。このため、磁石７４ＡのＮ極から磁石７４ＢのＳ極へ向かう磁界とコイ
ル磁界とは強め合い、磁石７５ＢのＮ極から磁石７５ＡのＳ極へ向かう磁界とコイル磁界
とは弱め合う。その結果、可動子７６は、接続部材２４の方向へ引き付ける磁力を受ける
。そして、矢印Ｆ１で示すように、可動子７６と共に弁体３１が矢印Ｆ１の方向へ移動す
る。この際に、駆動部７０は電磁力により弁体３１を非接触で駆動し、弁体３１は本体４
１Ａ，４１Ｂと非接触で駆動される。これに対して、一対の板ばね５１は、弁体３１の移
動量に比例した抗力を弁体３１に作用させる。図６において、弁体３１が接続部材２４の
方向へ駆動されると、弁体３１の開口流路３２を介して、第１本体４１ＡのＣ１ｂポート
とＡ１ｂポートとが連通される範囲が拡大される。一方、弁体３１の開口流路３２を介し
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て、第１本体４１ＡのＣ１ｂポートとＢ１ｂポートとが連通される範囲が縮小される。す
なわち、Ｃ１ｂポート（Ｃ０ポート）から、Ａ１ｂポート（Ａ０ポート）へ供給される冷
媒の流量比が大きくされ、Ｂ１ｂポート（Ｂ０ポート）へ供給される冷媒の流量比が小さ
くされる。
【００４９】
　ここで、それぞれの第１本体４１ＡのＣ１ｂポートに、同様の冷媒を流通させる。これ
により、それぞれの第１本体４１ＡのＣ１ｂポートから弁体３１に向かって流れる冷媒に
よる圧力が相殺される。
【００５０】
　また、駆動部７０のコイル７２に正方向の電流を流した正方向の励磁状態では、図９に
矢印Ｈ２で示すように、コア７１の下側の直線部７１ｂから上側の直線部７１ｂへ向かう
コイル磁界が発生する。このため、磁石７４ＡのＮ極から磁石７４ＢのＳ極へ向かう磁界
とコイル磁界とは弱め合い、磁石７５ＢのＮ極から磁石７５ＡのＳ極へ向かう磁界とコイ
ル磁界とは強め合う。その結果、可動子７６は、蓋２７の方向へ引き付ける磁力を受ける
。そして、矢印Ｆ２で示すように、可動子７６と共に弁体３１が矢印Ｆ２の方向へ移動す
る。この際に、駆動部７０は電磁力により弁体３１を非接触で駆動し、弁体３１は本体４
１Ａ，４１Ｂと非接触で駆動される。これに対して、一対の板ばね５１は、弁体３１の移
動量に比例した抗力を弁体３１に作用させる。図６において、弁体３１が蓋２７の方向へ
駆動されると、弁体３１の開口流路３２を介して、第１本体４１ＡのＣ１ｂポートとＢ１
ｂポートとが連通される範囲が拡大される。一方、弁体３１の開口流路３２を介して、第
１本体４１ＡのＣ１ｂポートとＡ１ｂポートとが連通される範囲が縮小される。すなわち
、Ｃ１ｂポート（Ｃ０ポート）から、Ｂ１ｂポート（Ｂ０ポート）へ供給される冷媒の流
量比が大きくされ、Ａ１ｂポート（Ａ０ポート）へ供給される冷媒の流量比が小さくされ
る。
【００５１】
　ここで、図１０に示すように、ダンパ６０がない場合は、Ｃポート（Ｃ０ポート、Ｃ１
ｂポート）からＢポート（Ｂ０ポート、Ｂ１ｂポート）へ供給される冷媒の流量が、Ｃポ
ートからＡポート（Ａ０ポート、Ａ１ｂポート）へ供給される冷媒の流量よりも多くなる
特定の範囲（ハッチング範囲）において、弁体３１が振動することに本願発明者は着目し
た。この場合、図１１に示すように、ダンパ６０がない比較例では、Ｂポートに供給され
る冷媒の圧力が、２２Ｈｚの周波数で比較的大きく変動している。
【００５２】
　この原因として、図９に示すように、弁体３１が蓋２７の方向へ移動した場合に、撓ん
だ状態の板ばね５１に矢印Ｑで示すように冷媒の流れが当たることが考えられる。詳しく
は、板ばねの主面に沿って流れる冷媒の流速が高くなると、冷媒の流れに渦が発生し、こ
の渦により板ばねに変則的な力が作用する。いわゆる旗が風になびく状態と同様に、冷媒
の流れにより板ばね５１が共振し、弁体３１が所定方向に振動すると考えられる。しかも
、弁体３１に摺動部分が存在しないため、一旦弁体３１が振動し始めると、この振動を減
衰させる力が作用しにくく、弁体３１の振動が止まりにくいといった課題が生じる。　こ
の点、本実施形態では、弁体３１にダンパ６０が取り付けられている。このため、弁体３
１が所定方向に振動すると、所定空間６８の内部に対して冷媒が流入又は流出する。そし
て、所定隙間６１ｇを冷媒が通過する際に抵抗が生じ、ダンパ６０の移動を抑制する力が
作用するため、弁体３１の振動を減衰させる減衰力が弁体３１に作用する。その結果、図
１２に示すように、ダンパ６０を備える本実施形態では、Ｂポートに供給される冷媒の圧
力の変動が抑制されている。
【００５３】
　以上詳述した本実施形態は、以下の利点を有する。
【００５４】
　・一対の板ばね５１により、板ばね５１の変形量に応じた弾性力が所定方向へ加えられ
る。弁体３１は、一対の板ばね５１により上記所定方向へ移動可能に支持されているため
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、弁体３１を非摺動で移動可能に支持することができる。そして、駆動部７０によって作
用させられる電磁力により、弁体３１が非接触で所定方向へ駆動される。その結果、弁体
３１を駆動する際に摩擦力が発生せず、弁体３１を駆動する応答性を向上させることがで
きる。さらに、弁体３１を非摺動で駆動するため、弁体３１に摩耗が生じず、摺動を伴う
一般的な弁体と比較して半永久的に使用することができる。
【００５５】
　・弁体３１は一対の板ばね５１により支持されており、上記所定方向において一対の板
ばね５１の間で電磁力が作用させられる。このため、駆動される際に弁体３１がぶれるこ
とを抑制することができる。
【００５６】
　・板ばね５１及び弁体３１は、容器の内部に収納されている。ダンパ６０が弁体３１に
取り付けられ、容器の内面２１ａ，２７ａ，２４ａとダンパ６０とで区画された所定空間
６８，６９が形成されている。そして、所定空間６８，６９の内部と外部とを所定方向に
連通させる所定隙間６１ｇが、容器の内面２１ａ，２７ａ，２４ａとダンパ６０との間に
形成されている。このため、弁体３１と共にダンパ６０が所定方向へ駆動されると、所定
隙間６１ｇを通じて所定空間６８，６９の内部へ冷媒が流入出する。したがって、所定隙
間６１ｇを冷媒が通過する際の抵抗により、弁体３１の振動を減衰させる減衰力を作用さ
せることができ、弁体３１の振動を抑制することができる。さらに、弁体３１が他の部材
と摺動することなく、弁体３１の振動を減衰させることができるため、弁体３１の応答性
が低下することを抑制することができる。
【００５７】
　・第１本体４１Ａに形成された接続流路４２，４３，４４を通じて、各接続流路４２，
４３，４４に接続された各Ａ１ｂポート，Ｃ１ｂポート，Ｂ１ｂポートに対して冷媒を流
入出させることができる。弁体３１には、所定面３１ａにおいて所定方向に所定長Ｌ１で
開口する開口流路３２が形成されている。第１本体４１Ａには、上記所定面３１ａに対向
する対向面４１ａに開口する複数のポートＡ１ｂポート，Ｃ１ｂポート，Ｂ１ｂポートが
、上記所定方向に上記所定長Ｌ１よりも短い間隔Ｌ２で並んで形成されている。このため
、駆動部７０により弁体３１を上記所定方向に駆動することで、複数のポートＡ１ｂポー
ト，Ｃ１ｂポート，Ｂ１ｂポートが弁体３１の開口流路３２を介して接続される状態、す
なわち冷媒の流通状態を制御ことができる。
【００５８】
　・板ばね５１及び弁体３１を内部に収納した容器は、第１本体４１Ａを内部に収納して
いる。このため、上記ポートから弁体３１の周囲に流入した冷媒は、容器の内部を流通し
て、上記所定隙間６１ｇを通じて上記所定空間６８，６９の内部へ流入出する。したがっ
て、弁体３１により流通状態を制御する対象である冷媒を、弁体３１の振動を減衰させる
冷媒として用いることができ、ダンパ６０専用の冷媒を別途用意する必要がない。
【００５９】
　・所定方向において、ダンパ６０は弁体３１に対して板ばね５１よりも外側に取り付け
られている。このため、所定方向においてダンパ６０が弁体３１に対して板ばね５１より
も内側に取り付けられた構成と比較して、容器の内面２１ａ，２７ａ，２４ａとダンパ６
０とで区画された所定空間６８，６９を小さくし易くなり、所定空間６８，６９を容易に
形成することができる。
【００６０】
　・ダンパ６０は板状に形成されているため、ダンパ６０の形状を簡素にすることができ
るとともに、ダンパ６０を配置するスペースを小さくすることができる。そして、所定隙
間６１ｇは、容器の内面２１ａ，２７ａ，２４ａとダンパ６０の外周面６１との間に環状
に形成されている。このため、ダンパ６０の一部に冷媒の抵抗が偏って作用することを抑
制することができ、ダンパ６０の姿勢、ひいては弁体３１の姿勢を安定させ易くなる。
【００６１】
　・ダンパ６０は、最も面積の大きい主面６２が所定方向に垂直となるように、弁体３１
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に固定されている。このため、弁体３１と共にダンパ６０が所定方向へ駆動された際に、
ダンパ６０に垂直に冷媒を当てることができ、ダンパ６０が傾くこと、ひいては弁体３１
が傾くことを抑制することができる。
【００６２】
　・駆動部７０により、弁体３１が非接触で所定方向へ駆動された際に、所定隙間６１ｇ
の大きさが一定に維持される。このため、弁体３１が駆動された際に、所定隙間６１ｇを
通過する冷媒の流れが変化することを抑制することができ、ダンパ６０の姿勢、ひいては
弁体３１の姿勢を安定させ易くなる。
【００６３】
　・所定方向において、容器の端部に所定空間６８，６９が形成されている。このため、
流量比制御弁１０において、所定空間６８，６９を容易に確保することができ、他の部品
とダンパ６０とが干渉することを抑制し易くなる。
【００６４】
　・所定隙間６１ｇの大きさは、冷媒の種類や特性に応じて０．２～５ｍｍに設定されて
いる。このため、駆動される弁体３１に適度な減衰力を作用させることができ、弁体３１
の振動を減衰させつつ、弁体３１の応答性が低下することを抑制することができる。
【００６５】
　・位置決めピンにより、所定方向に垂直な平面に沿ってダンパ６０が回転することが規
制される。このため、ダンパ６０が回転して所定隙間６１ｇが変化することを確実に防ぐ
ことができ、ダンパ６０の姿勢、ひいては弁体３１の姿勢が乱れることを抑制することが
できる。
【００６６】
　・弁体３１に固定された可動子７６に電磁力が作用させられる。このため、電磁力が作
用させられる可動子７６と、弁体３１とを別体にすることができ、弁体３１の設計の自由
度を向上させることができる。
【００６７】
　・板ばね５１は、最も面積の大きい主面が所定方向に垂直となるように、第２本体４１
Ｂに固定されている。このため、板ばね５１は、弁体３１の所定面３１ａと第１本体４１
Ａの対向面４１ａとの間の隙間を維持するように弁体３１を支持し、且つ所定方向に沿っ
た弾性力のみを弁体３１に作用させる構成を、容易に実現することができる。
【００６８】
　・一対の板ばね５１により弁体３１の両端部３６が支持されているため、弁体３１の支
持を安定させ易くなる。
【００６９】
　・駆動部７０において、板ばね５１が自然状態で弁体３１を支持する状態における弁体
３１（可動子７６）の位置は、弁体３１を所定方向に往復駆動させる電磁力を作用させて
いない中立位置に設定されている。こうした構成によれば、板ばね５１が自然状態で弁体
３１を支持し、且つ駆動部７０により電磁力を作用させていない状態において、弁体３１
を所定方向の中立位置に維持することができる。このため、中立位置を基準として、可動
子７６に作用させる電磁力を制御することにより、弁体３１を容易に再現性よく往復駆動
することができる。さらに、駆動部７０により電磁力を作用させていない状態における冷
媒の流量を、一定に安定させることができる。
【００７０】
　・弁体３１の所定面３１ａ及び第１本体４１Ａの対向面４１ａは、所定の平面度に仕上
げられている。板ばね５１は、所定面３１ａと対向面４１ａとが所定の平行度となるよう
に、弁体３１を支持している。こうした構成によれば、弁体３１の所定面３１ａ及び本体
４１の対向面４１ａの平面度及び平行度が管理されているため、所定面３１ａと対向面４
１ａとの間に形成される隙間の精度を向上させることができる。
【００７１】
　・弁体３１を挟んで両側に第１本体４１Ａが設けられている。そして、それぞれの第１
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本体４１Ａには、同様の複数のＡ１ｂポート，Ｃ１ｂポート，Ｂ１ｂポートが形成されて
いる。このため、それぞれの第１本体４１ＡのＡ１ｂポート，Ｃ１ｂポート，Ｂ１ｂポー
トに、同様の冷媒を流通させることにより、それぞれの第１本体４１ＡのＣ１ｂポートか
ら弁体３１に向かって流れる冷媒による圧力を相殺することができる。したがって、Ｃ１
ｂポートから弁体３１に向かって流れる冷媒の圧力により、弁体３１がＣ１ｂポートから
離れる方向へ変位することを抑制することができる。また、板ばね５１に要求される剛性
を低下させることができ、より薄い板ばね５１を採用することができる。
【００７２】
　なお、上記各実施形態を、以下のように変更して実施することもできる。
【００７３】
　・上記所定方向に垂直な平面に沿ってダンパ６０が回転することを規制することができ
れば、位置決めピンを省略してもよい。
【００７４】
　・ダンパ６０の主面６２に上記所定方向に垂直でない部分があったとしても、その部分
を対にして対称に配置することにより、弁体３１と共にダンパ６０が所定方向へ駆動され
た際に、ダンパ６０を傾ける力を相殺することができる。
【００７５】
　・駆動部７０により、弁体３１が非接触で所定方向へ駆動された際に、中立位置からの
弁体３１の移動量が大きくなるほど、所定隙間６１ｇの大きさが小さくなる構成を採用す
ることもできる。こうした構成によれば、中立位置からの弁体３１の移動量が大きくなる
ほど、弁体３１に作用する減衰力を大きくすることができる。
【００７６】
　・上記所定方向において、弁体３１の両端部３６のうち、一方の端部３６のみにダンパ
６０を取り付けてもよい。その場合、流量比制御弁１０の配置により、下側に配置される
端部３６にダンパ６０を取り付けるとよい。上側に配置される端部３６にダンパ６０を取
り付けた場合は、ダンパ６０により区画された所定空間内に空気が滞留するおそれがあり
、ダンパ６０による減衰力が低下するおそれがある。この点、下側に配置される端部３６
にダンパ６０を取り付けた場合は、ダンパ６０により区画された所定空間内に空気が滞留
しにくく、ダンパ６０による減衰力が低下することを抑制することができる。
【００７７】
　・一対の板ばね５１が、弁体３１の両端部３６以外の部分、例えば若干中央寄りの部分
を支持する構成を採用することもできる。
【００７８】
　・駆動部７０において、板ばね５１が自然状態で弁体３１を支持する状態における弁体
３１（可動子７６）の位置を、弁体３１を長手方向に往復駆動させる電磁力を作用させて
いない中立位置以外に設定することもできる。
【００７９】
　・弁体３１の両端部３６にそれぞれ取り付けられた板ばね５１の弾性力が、互いに等し
くない構成を採用することもできる。
【００８０】
　・Ａ０ポート（加圧ポート）へ液体（流体）を供給し、Ｃ０ポート（出力ポート）に対
して空気を供給及び排出し、Ｂ０ポート（排気ポート）から液体を排出してもよい。そし
て、図１３に示すように、所定方向において、２つの開口流路３２の互いに離れた側の端
同士の間隔Ｌ５と、Ａ１ｂポートとＢ１ｂポートとの間隔Ｌ６との関係を、以下のように
変更することができる。（１）Ｌ６≧Ｌ５。この場合は、図１４に示すように、電流０ｍ
Ａ付近に不感帯を有する流路切替弁として使用することができ、流体の流れ始めを安定さ
せることができる。（２）Ｌ６＜Ｌ５。この場合は、図１５に示すように、電流０ｍＡ付
近にコンスタントブリード流量を有する流路切替弁として使用することができ、流体の流
量を変更する応答性を向上させることができる。（３）Ｌ６＜＜Ｌ５。この場合は、図１
６に示すように、ＡポートからＣポートへ流す流体と、ＢポートからＣポートへ流す流体
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とを混合する混合弁として使用することができる。また、第１本体４１Ａに形成されるポ
ートの数は３つに限らず、２つや４つ以上であってもよい。これらの場合であっても、ダ
ンパ６０により、弁体３１の振動を抑制することができる。
【００８１】
　・駆動部７０は、所定方向において一対の板ばね５１の間で作用させる電磁力により、
弁体３１（可動部材）を非接触で所定方向へ駆動するものであればよく、コイル７２、コ
ア７１、磁石７４Ａ～７５Ｂ等の構成を任意に変更することができる。
【００８２】
　・可動子７６と弁体３１とを常磁性体材料により、一体に形成することもできる。この
場合、可動子そのものにより弁体３１（可動部材）が構成され、可動子に開口流路３２が
形成される。
【符号の説明】
【００８３】
　１０…流量比制御弁（電磁アクチュエータ）、２０…弁機構、３１…弁体（可動部材）
、３１ａ…所定面、３２…開口流路、３６…端部、４１Ａ…第１本体、４１Ｂ…第２本体
、４１ａ…対向面、４１ｂ…第１面、４２…接続流路、４３…接続流路、４４…接続流路
、５１…板ばね、６０…ダンパ、６１ｇ…所定隙間、６８…所定空間、６９…所定空間、
７０…駆動部、７６…可動子。

【図１】 【図２】
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【図１４】

【図１５】

【図１６】
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